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○枚方市立サプリ村野NPOセンター条例施行規則 

平成24年12月28日 

規則第65号 

改正 平成25年３月29日規則第19号 

平成25年11月20日規則第49号 

平成28年１月４日規則第１号 

平成31年４月12日規則第41号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、枚方市立サプリ村野NPOセンター条例（平成24年枚方市条例第26号。

以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（登録の手続） 

第２条 条例第５条第１項の登録を受けようとする団体は、枚方市立サプリ村野NPOセンタ

ー団体登録申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があった場合において、適当と認めたときは、

当該申請書の提出を行った団体に対し、枚方市立サプリ村野NPOセンター使用団体登録証

（様式第２号）を交付するものとする。 

３ 前項の規定により交付する登録証の有効期間は、その交付の日から当該交付の日の属す

る年度の翌年度の末日までとする。 

４ 前項の登録証の交付を受けている団体は、第１項の規定により提出した申請書に記載し

た事項に変更があったときは、遅滞なく、市長にその旨を申し出なければならない。 

（登録を要しない場合） 

第３条 条例第５条第１項ただし書の規則で定める場合は、使用日当日に使用の許可の申請

をする場合とする。 

（一時利用室の使用の許可の申請） 

第４条 条例第６条第１項の規定により一時利用室の使用の許可を受けようとするものは、

枚方市立サプリ村野NPOセンター使用許可申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、第６条第１項の使用者ID番号の付与を受けているものは、イ

ンターネットを利用し、又は庁舎その他の施設に設置する機器を使用して、一時利用室の

使用の許可の申請を行うことができる。 

（平25規則19・平25規則49・平28規則１・一部改正） 

（一時利用室の申請の時期） 
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第５条 前条の規定による使用の許可の申請は、次の各号に掲げる申請しようとするものの

区分に応じ、当該各号に定める日（その日が休館日に当たるときは、その翌日）から行う

ことができる。 

（１） 次号及び第３号に掲げるもの以外の団体 使用日の８週前の日 

（２） 主に営利活動、政治活動又は宗教活動を行うことを目的とする団体（次号におい

て「営利団体等」という。）で市内に所在するもの 使用日の４週前の日 

（３） 個人、主に市民以外の者で構成する団体及び営利団体等で市外に所在するもの 

使用日当日 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認める場合における使用の許可の申請の時

期については、別に定める。 

（使用者ID番号の付与） 

第６条 市長は、インターネットを利用し、又は庁舎その他の施設に設置する機器を使用し

て、一時利用室の使用の許可の申請を行おうとする団体に対し、使用者ID番号を付与する

ことがある。 

２ 第２条第３項の規定は、前項の使用者ID番号の有効期間について準用する。 

（長期利用室等の使用の許可の申請等） 

第７条 条例第６条第１項の規定により長期利用室の使用の許可を受けようとする団体は、

枚方市立サプリ村野NPOセンター長期利用室使用（更新）許可申請書を市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 前項の規定により提出する申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１） 会則又は定款 

（２） 事業計画書 

（３） 収支予算書 

（４） 代表者の住民票の写し又は住民票記載事項証明書 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

３ 条例第６条第１項の規定により貸しロッカーの使用の許可を受けようとするものは、枚

方市立サプリ村野NPOセンター貸しロッカー使用（更新）許可申請書を市長に提出しなけ

ればならない。 

４ 第１項及び前項の規定による使用の許可の申請の時期等については、別に定める。 

（平25規則49・一部改正） 

（使用の許可） 
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第８条 市長は、次の各号に掲げる規定による申請があった場合において、適当と認めたと

きは、当該申請を行ったものに対し、当該各号に定める許可書を交付する。 

（１） 第４条 枚方市立サプリ村野NPOセンター使用許可書 

（２） 前条第１項又は次条第１項 枚方市立サプリ村野NPOセンター長期利用室使用（更

新）許可書 

（３） 前条第３項又は次条第１項 枚方市立サプリ村野NPOセンター貸しロッカー使用

（更新）許可書 

（平25規則49・平28規則１・一部改正） 

（使用の許可の期間の更新） 

第９条 長期利用室又は貸しロッカーの使用の許可を受けたものは、条例第９条第３項に規

定する使用の許可の期間（第３項及び次条において「許可期間」という。）の更新を受け

ようとするときは、枚方市立サプリ村野NPOセンター長期利用室使用（更新）許可申請書

又は枚方市立サプリ村野NPOセンター貸しロッカー使用（更新）許可申請書を市長に提出

しなければならない。 

２ 前項の規定により提出する枚方市立サプリ村野NPOセンター長期利用室使用（更新）許

可申請書には、第７条第２項各号（第４号を除く。）に掲げる書類を添付しなければなら

ない。 

３ 第１項の規定による申請書の提出は、次の各号に掲げる更新を受けようとする施設の区

分に応じ、当該各号に定める日までに行わなければならない。 

（１） 長期利用室 許可期間の末日の３月前の日（許可期間が４月未満の場合にあって

は、当該許可期間の初日から２週を経過する日） 

（２） 貸しロッカー 許可期間の末日の１月前の日（許可期間が、１月未満の場合にあ

っては当該許可期間の初日から２週を経過する日、２週未満の場合にあっては当該許可

期間の末日） 

（使用の中止） 

第10条 第８条の規定により使用の許可を受けたもの（以下「使用者」という。）は、枚方

市立サプリ村野NPOセンター（以下「センター」という。）の施設及び附属設備（以下「セ

ンターの施設等」という。）の使用を中止しようとするときは、あらかじめ、枚方市立サ

プリ村野NPOセンター使用中止届出書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、一時利用室の使用の許可を受けたもののうち、第６条第１項

の使用者ID番号の付与を受けているものは、インターネットを利用し、又は庁舎その他の
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施設に設置する機器を使用して、当該一時利用室の使用の中止の届出を行うことができる。 

３ 長期利用室及び貸しロッカーの使用の中止の届出は、当該中止しようとする日以後の許

可期間の全部について中止するときでなければ、することができない。 

４ 貸しロッカーの使用の中止の届出は、月の途中において、することができない。ただし、

許可期間の全部について中止するときは、この限りでない。 

（平25規則49・一部改正） 

（附属設備使用料） 

第11条 条例第10条第１項の附属設備使用料の額は、別表第１のとおりとする。 

（使用料の納付） 

第12条 条例第10条第２項ただし書の規則で定めるときは、第４条第２項の規定により使用

の許可の申請がされた場合とする。 

２ 第10条第１項又は第２項の規定によりセンターの施設等の使用の中止の届出をした場

合における使用料の納付の期限は、当該使用の許可の申請が第４条第２項の規定によりさ

れた場合にあっては、当該使用の許可において使用の開始とされていたときとする。 

（使用料の還付） 

第13条 市長は、使用者が次の各号のいずれかに該当する場合は、条例第11条ただし書の規

定により、当該各号に定める額を還付する。 

（１） 天災その他使用者の責めに帰することができない理由により、センターの施設等

を使用することができなくなったとき 当該使用料（長期利用室及び貸しロッカーにあ

っては、当該使用することができなくなった期間に係るものに限る。）に相当する額 

（２） 第10条第１項又は第２項の規定による届出を次に掲げる中止しようとする施設の

区分に応じ、それぞれ次に定める日までに行ったとき 当該使用料（長期利用室及び貸

しロッカーにあっては、当該使用しなくなった期間に係るものに限る。）に相当する額 

イ 一時利用室 使用日の１週前の日 

ロ 長期利用室 中止しようとする日の１月前の日 

ハ 貸しロッカー 中止しようとする月の１日（第10条第４項ただし書の規定により月

の途中で中止する場合にあっては、使用開始日）の１週前の日 

２ 前項の規定により使用料の還付を受けようとするものは、枚方市立サプリ村野NPOセン

ター使用料還付申請書を市長に提出しなければならない。 

（平25規則49・一部改正） 

（使用料の減免） 
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第14条 市長は、一時利用室の使用（第５条第１項第２号及び第３号に掲げるものに係るも

のを除く。）について次の各号のいずれかに該当する場合は、条例第12条の規定により、

当該各号に定める額を減額し、又は免除する。 

（１） 次に掲げる障害者（児）が５人以上含まれる団体が使用する場合 当該使用料の

５割に相当する額 

イ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定により身体障害者

手帳の交付を受けた者 

ロ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条第２項

の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

ハ 大阪府療育手帳に関する規則（平成12年大阪府規則第42号）第７条第２項の規定に

より療育手帳の交付を受けた者 

ニ 知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）の規定に基づく知的障害者更生相談所、

児童福祉法（昭和22年法律第164号）の規定に基づく児童相談所又は精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律の規定に基づく精神保健指定医により知的障害があると

判定された者 

（２） 校区コミュニティ協議会が使用する場合 当該使用料の５割に相当する額 

（３） 行政と連携して実施する事業のために使用する場合 当該使用料に相当する額 

（４） 本市、本市教育委員会その他本市の機関が公用で使用する場合 当該使用料に相

当する額 

（５） 前各号に掲げる場合のほか、市長が特に認めるとき 市長が別に定める額 

２ 前項の規定による使用料の減免を受けようとするもの（本市の機関を除く。）は、枚方

市立サプリ村野NPOセンター使用料減免申請書を市長に提出しなければならない。 

（平25規則49・平28規則１・一部改正） 

（使用料の額が10割増しとならない団体） 

第15条 条例別表１の表備考１及び２の表備考の規則で定めるものは、第５条第１項第１号

に掲げるものとする。 

（特別の設備の設置等） 

第16条 使用者は、センターの施設等の変更、特別の設備の設置又は備付け以外の器具の使

用の許可を受けようとするときは、その内容を記載した仕様書を市長に提出しなければな

らない。 

２ 市長は、前項の規定による許可をするに当たっては、センターの管理運営上必要な条件
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を付することがある。 

（定員） 

第17条 センターの施設の定員は、別表第２のとおりとする。ただし、センターの管理運営

上支障がない場合で、市長が特に認めるときは、この限りでない。 

（損傷等の届出） 

第18条 使用者又は入館者は、センターの施設等を損傷し、又は滅失したときは、市長にそ

の旨を届け出て、その指示を受けなければならない。 

（使用者等の遵守事項） 

第19条 使用者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１） センターの施設等の使用の開始時又は終了時に、係員にその旨を申し出ること。 

（２） 第８条の規定により交付する許可書を携帯し、係員から請求があったときは、こ

れを提示すること。 

（３） 善良な管理者の注意をもってセンターの施設等を使用すること。 

（４） 使用許可を受けていないセンターの施設等を使用しないこと。 

（５） 使用許可を受けた使用時間内で準備及び後片付けを行うこと。 

（６） センター内において、次に掲げる行為をしないこと。 

イ 他の使用者及び入館者に危害又は迷惑を及ぼす行為 

ロ 市長の承認を受けずに、印刷物、ポスター等を掲示し、又は他の使用者及び入館者

にそれらの物を配布する行為 

ハ 使用許可を受けたセンターの施設以外の場所で行うアンケートの収集、署名活動そ

の他これらに類する行為 

ニ 所定の場所以外の場所で市長の承認を受けずに、飲食し、又は火気を使用すること。 

ホ 喫煙すること。 

（７） 前各号に掲げるもののほか、センターの管理上必要な指示に従うこと。 

２ 入館者は、前項第３号、第４号、第６号及び第７号に規定する事項を遵守しなければな

らない。 

（平31規則41・一部改正） 

（入館の制限） 

第20条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、センターへの入館を禁じ、

又は退館を命じることがある。 

（１） センターの施設等を損傷し、又はそのおそれのある者 
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（２） 前条第１項第６号イからホまでに掲げる行為を行い、又はそのおそれのある者 

（３） 前２号に掲げるもののほか、センターの管理上支障があると認められる者 

（補則） 

第21条 この規則に定めるもののほか、センターの管理運営について必要な事項は、市長が

定める。 

附 則 

この規則は、平成25年１月１日から施行する。 

附 則〔平成25年３月29日規則第19号〕 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則〔平成25年11月20日規則第49号抄〕 

（施行期日） 

第１条 この規則は、平成25年12月１日から施行する。 

附 則〔平成28年１月４日規則第１号〕 

この規則は、平成28年２月１日から施行する。 

附 則〔平成31年４月12日規則第41号〕 

この規則は、公布の日から施行する。 

別表第１（第11条関係） 

一時利用室附属設備 

附属設備名 単位 金額 

プロジェクター １台１回 1,000円 

スクリーン １台１回 1,000 

備考 同一日において連続した複数の使用区分にわたり使用の許可を受けたときは、継続

して使用することができる。この場合における使用回数は、１回とする。 

別表第２（第17条関係） 

施設名 定員 

一時利用室１ 30人 

一時利用室２ 15 

長期利用室１ 30 

長期利用室２ 15 
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様式第１号（第２条関係） 

様式第２号（第２条関係） 

 


